[bookmark: _Hlk212738052]第１号様式（第８条第１項）
　　年　　月　　日
（申請先）
横浜市長
申請者　住所　
電話　
氏名　　　　　　　　　　　 　　　　

[bookmark: _Hlk222384902]空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金交付申請書


[bookmark: _Hlk212795074]空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき、書類を添えて、当該補助金の交付申請を行います。

[bookmark: _Hlk213336397]１　購入する空家の概要
	所 在 地
	横浜市

	建築年月日
	年　　　月　　　日

	空家期間
	　　　年　　　か月

	購入代金（見積額）
	　　　　　　　　　　　円



２　事業計画
	[bookmark: _Hlk213336765]居住形態
	１.当該空家に居住する
２.当該空家を除却し建て替えた住宅に居住する（当該空家が旧耐震基準の場合に限る）

	売買契約予定日
	年　　　月　　　日

	居住予定日
	年　　　月　　　日



[bookmark: _Hlk213431374]３　居住予定者
	氏名 (フリガナ)
	住所
	生年月日（西暦）
	続柄

	
	
	年　　月　　日
	本人

	
	
	年　　月　　日
	

	
	
	年　　月　　日
	

	
	
	年　　月　　日
	



[bookmark: _Hlk213410095][bookmark: _Hlk213430401]４　加算区分（該当する□欄に✔を入れること）
	□
	対象となる空家が申請日時点において、３年以上空家である場合

	□
	申請日時点において、補助対象者の扶養する子供（同居する申請年度の４月１日時点で18歳未満の子に限る（出生予定の子を含む。））の数が２人以上の場合

	□
	申請日時点において、横浜市外に住民登録されており、補助対象物件へ転居し、横浜市に住民登録する場合



[bookmark: _Hlk216890071]５　同意・誓約事項（該当する□欄に✔を入れること）
(1) □　世帯の構成員は横浜市内に一戸建の住宅（兼用住宅を含む）を所有していません。
(2) □　補助金の交付決定を受けてから、10年間は継続して対象物件に居住する意思があります。
(3) □　市税及び横浜市に対する債務の支払の滞納はありません。
(4) □　世帯の構成員は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員ではありません。
(5) □　対象物件は建築基準法に違反していません。
(6) □　対象物件は申請者を含む世帯以外の居住又は使用に供されたことがあります。
(7) □　購入前の所有者が申請者の配偶者、２親等内の親族ではありません。
(8) □　横浜市補助金規則・空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金交付要綱を遵守します。

６　添付書類（□欄に✔を入れること）
(1) □　申請者の戸籍の附票の写し
(2) □　申請者を含む世帯全員分の住民票の写し
(3) □　出生予定の子がいる場合は、母子健康手帳等の出生予定であることがわかる書類の写し
(4) □　婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者、婚姻の予約者、「横浜市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱」（令和元年11月13日制定）に基づき宣誓又は申告を行った者及び行おうとする者は、次のいずれかの書類
・続柄に「未届の夫」又は「未届の妻」と表示されている住民票の写し
・結婚式場の契約書等など婚姻予定であることが分かる書類
・横浜市パートナーシップ宣誓書受領証の写し
(5) □　購入を予定している空家の広告等
(6) □　当該空家（建物）の登記の全部事項証明書又は登記情報サービスによる登記情報
(7) □　当該空家の敷地となる土地の登記の全部事項証明書又は登記情報サービスによる登記情報
(8) □　空家であった期間を証する書類
(9) □　当該空家の全景写真
(10) □　当該空家の建築確認済証又は建築確認台帳記載証明書
(11) □　旧耐震基準で耐震改修済みの場合は、耐震性能等の条件を満たしていることを証するもの
 (12) □　その他市長が必要と認める書類


[bookmark: _Hlk212796084]
第４号様式（第10条第１項）

　　　年　　月　　日
（申請先）
横浜市長

申請者　住所　
電話　
氏名　　　　　　　　　　　 　　　　


空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金変更申請書



　　年　　月　　日　　　　　第　　　号により交付決定通知のありました空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金について、次のとおり変更したいので申請します。


１　空家の所在地
　　　　　　　　　　　

２　変更の内容
	[bookmark: _Hlk213232036]□
	補助金交付予定額の増額又は減額を伴う変更

	□
	申請者の変更又は申請者の世帯の構成員の変更

	□
	その他


（具体的な内容・変更理由など）











第６号様式（第11条第１項）
　　年　　月　　日
（申請先）
横浜市長

申請者　住所　
電話　
氏名　　　　　　　　　　　 　　　　


空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金取下届



　年　　月　　日　　　　　第　　　　号により交付決定通知のありました空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金について、次のとおり取り下げたいので申請します。


１　空家の所在地
　　　　　　　　　　　

２　取下げの理由














第７号様式（第12条第１項）

　　年　　月　　日
（申請先）
横浜市長

申請者　住所　
電話　
氏名　　　　　　　　　　　 　　　　


空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金実績報告書


年　　月　　日　第　　　号により交付決定通知のありました空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金について、次のとおり当該補助金の実績報告を行います。

１　空家又は建替え物件の所在地
　　　　　　　　　　　  

２　加算区分（該当する□欄に✔を入れること）
	□
	対象となる空家が申請日時点において、３年以上空家である場合
	加算額：30万円

	□
	申請日時点において、申請者の扶養する子供（同居する申請年度の４月１日時点で18歳未満の子に限る（出生予定の子を含む。））の数が２人以上の場合
	加算額：40万円

	□
	申請日時点において、申請者の世帯の構成員が、横浜市外に住民登録されており、補助対象物件へ転居し、横浜市に住民登録する場合
	加算額：30万円



３　補助対象経費等
(1)　経費及び補助金額
	空家及び当該空家の敷地となる土地の購入に係った経費
	円（税抜）

	上記のうち、補助対象経費の総額
	円（税抜）

	補助申請額（千円未満切り捨て）
※上記金額×1/2、又は100万円と加算額の合計のいずれか少ない額
	円



(2)　売買契約状況
	売買契約締結日
	年　　　月　　　日

	売買契約金額
	円（税抜）

	支払日（引渡日）
	年　　　月　　　日



４　事業実績
	居住形態
	１.当該空家に居住している
２.当該空家を除却し建て替えた住宅に居住している（当該空家が旧耐震基準の場合に限る）

	居住開始日
	年　　　月　　　日

	工事完了日
※１：旧耐震基準で、耐震補強工事を行った場合
※２　旧耐震基準で、建て替えを行った場合
	※１　耐震改修工事　　　　　年　　　月　　　日
※２　解体工事　　　　　　　年　　　月　　　日
※２　新築工事　　　　　　　年　　　月　　　日



５　居住者
	氏名 (フリガナ)
	住所
	生年月日（西暦）
	続柄

	
	
	年　　月　　日
	本人

	
	
	年　　月　　日
	

	
	
	年　　月　　日
	

	
	
	年　　月　　日
	



６　添付書類（□欄に✔を入れること）
(1) □　申請者を含む世帯全員分の住民票の写し
(2) □　居住する建物の登記の全部事項証明書又は登記情報サービスによる登記情報
(3) □　居住する建物の敷地となっている土地の登記事項証明書又は登記情報サービスによる登記情報
(4) □　当該空家及び空家の敷地となる土地の購入に係る売買契約書の写し
(5) □　当該空家及び空家の敷地となる土地の購入に要した費用の支払いが確認できる書類
(6) □　耐震補強により耐震性を確保する場合は、耐震性能等の条件を満たしていることを証するもの
(7) □　除却して建て替えを行う場合は、除却後の土地の全景写真と建替え後の建物の全景写真
(8) □　その他市長が必要と認める書類

第９号様式（第14条第１項）

　　年　　月　　日
横浜市長

請求者　住所　
電話　
氏名　


[bookmark: _Hlk221278624]空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金交付請求書


　　年　　月　　日　　　　第　　　　　号により額確定通知のありました空家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金について、次のとおり請求します。

請求金額

　　　　　　　　　円

（振込先）
	(フリガナ)
	

	口座名義
	

	金融機関
	
	銀行
信用金庫
信用組合
農協
	
	支店

	預金種別
	普通　・　当座
	口座番号
	










（注意）
申請者と同じ口座名義を記入してください。

